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平成３０年労第４３１号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督署

長（以下「監督署長」という。）が○年○月○日付けで請求人に対してした労働者災

害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭料を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めることにある。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人の亡子（以下「被災者」という。）は、○年○月○日、Ａ所在のＢ会社（以

下「会社」という。）に雇用され、会社の親会社であるＣ会社（以下「親会社」と

いう。）が運営するＤ薬局及びＥ薬局において受付業務のサポートや処方箋の入

力業務などの事務に従事していた。 

２ 被災者は、憂うつ気分や集中困難などの症状が出現したとして、○年○月○日、

Ｆ医療機関に受診し「うつ病」と診断され、通院加療を受けていたが、○年○月○

日、自宅で死亡しているところを発見された。死体検案書には、「直接死因：縊

頚」、「死因の種類：自殺」と記載されている。 

３ 本件は、請求人が被災者の死亡は業務上の事由によるものであるとして遺族補

償給付及び葬祭料の請求をしたところ、監督署長はこれらを支給しない旨の処分

（以下「本件各処分」という。）をしたことから、本件各処分を不服として同処分

の取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請

求をしたところ、審査官が○年○月○日付けでこれを棄却する旨の決定をしたこ

とから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 
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（略） 

第４ 争  点 

被災者の精神障害の発病及び死亡が業務上の事由によるものであると認められる

か。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

 １ 当審査会の事実認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者の精神障害の病名と発病時期については、決定書理由に説示するとお

り、○年○月頃にＩＣＤ－１０診断ガイドラインの「Ｆ３２ うつ病エピソー

ド」（以下「本件疾病」という。）を発病したものと判断する。 

（２）本件疾病を含む精神障害の業務起因性の判断基準は、決定書理由に記載の「心

理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２６日付け

基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）のとおりである。 

（３）請求人は、被災者の本件疾病の発病前おおむね６か月間（以下「評価期間」と

いう。）における業務による心理的負荷をもたらす出来事として、①幹事に任命

され社員旅行の準備等の業務に従事したこと、②Ｇ、③Ｈ及び④Ｉとの人間関

係により強い心理的負荷を生じた旨主張しているので、以下検討する。 

（４）上記（３）①について、被災者は○年○月頃社員旅行の幹事に任命され、その

後、準備作業等に従事していたことが認められるところ、請求人は、幹事業務は

これまで経験したことのない業務で、相談さえも十分にできず、支援のない状

況下で、実質１人で行わざるを得ず、その心理的負荷は極めて強いものであり、

労働時間が１か月４５時間を超えることはないとしても、業務の困難性・能力

と業務内容のギャップ・責任の変化の程度等に鑑みれば、その心理的負荷は「強」、

少なくとも「中」と評価すべきであると主張している。 

この点、被災者の評価期間における労働時間については、決定書理由に説示

するとおり、審査官が、監督署長の作成した労働時間集計表を一部修正して算

定しているところ、当審査会としても当該算定は妥当なものと判断するところ

であり、それによれば、社員旅行の準備作業が具体的に始まったとされる○年
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○月頃以降については、同月○日から同月○日までの時間外労働時間が１６時

間３２分、同年○月○日から同月○日までの時間外労働時間が２８時間４８分

であって、被災者の労働時間が大幅に増加している事実は認めることはできな

い。 

また、○年○月○日から同月○日にかけての社員旅行の幹事は、同年○月頃

に被災者、Ｊ及びＫの３人が任命されたが、Ｋが同年○月頃に退職し、Ｊは同年

○月の退職のため社員旅行の前には勤務することがなかったことから、被災者

が中心となり準備作業を行っていたものと推認される。しかしながら、少なく

とも評価期間内は、被災者とＪとで打ち合わせを行っており、幹事経験者の十

分なサポートがなかったとしても、過去の社員旅行の資料は自由に閲覧できた

ことも併せ考察すると、請求人が主張するような極めて強い心理的負荷があっ

たとは認められない。 

したがって、上記（３）①の出来事は、当審査会としても、決定書に説示する

とおり、認定基準別表１の「具体的出来事」の「仕事内容・仕事量の（大きな）

変化を生じさせる出来事があった」（平均的な心理的負荷の強度「Ⅱ」）に該当

するも、その心理的負荷の総合評価は「弱」にとどまるものと判断する。 

（５）上記（３）②について、請求人は、「社員旅行の準備が始まり、日程調整のこ

とや旅行のビジョンという漠然としたものをＧに求められて、非常に苦慮して

いると自宅で話していた。」、「叱られることもあったようで、次第にＧに対し

て萎縮するようになったと話していた。」と述べている。 

この点、Ｊは、「ビジョンを練ってＧに持って行くと違うと言われたりした。」

と述べており、被災者が記入した日時業務報告書には、「社員旅行についてＧと

お話させて頂きました。改めて社員旅行の意義を考えます。」（○年○月○日）、

「ＧとＬさんと幹事の話をして頂いて、目的が明確になりました。」（○年○月

○日）との記載がみられることからすると、被災者は、社員旅行の準備に関連し

てＧからの要望や指導を受け、その対応に労力を費やしていたものと推認され

るところであるが、Ｇの被災者に対する具体的な言動は不明であって、いじめ

や嫌がらせに該当するような出来事は認められないことに照らせば、業務上の

厳しい指導が行われていたとみるのが妥当である。 

したがって、上記（３）②の出来事は、当審査会としても、決定書理由に説示

するとおり、認定基準別表１の「具体的出来事」の「上司とのトラブルがあった」



 - 4 - 

（平均的な心理的負荷の強度「Ⅱ」）に該当し、その心理的負荷の総合評価は

「中」であると判断する。 

ところで、被災者は、日常業務においてＧと直接的な接点は認められず、Ｇと

の日程調整等も幹事に任命されたことにより社員旅行の準備のために行ってい

たものであるから、上記（３）②の出来事は、上記（３）①の出来事に関連して

生じた出来事と認められるところであり、上記（３）①の出来事後の状況とみな

して、その心理的負荷を全体評価しても、上記（４）のとおり労働時間の大きな

増加は認められないことなどから、心理的負荷の総合評価は「中」にとどまるも

のと判断する。 

（６）上記（３）③について、Ｊは、「Ｈからは、黙れとどなられたことや根性悪い

と言われたことがある。」、「同僚からの評判も悪い。みんな同じ気持ちだと思

う。」と述べ、Ｍは、「Ｈは好き嫌いが激しい人です。入社してからの○年間は

厳しく当たられました。」、「被災者はＨがＥ薬局に降りてこられるとビビって

いたことは記憶している。」と述べており、請求人は、被災者がＨに対し恐怖心

を抱いていたと主張している。 

しかしながら、評価期間内において、被災者がＨから叱責を受けたり、厳しく

指導を受けたとする具体的な出来事は認めることができず、Ｍが「事務職員に

直接Ｈからの注意がなされないようにしていたつもりですので、被災者がター

ゲットのようになることはなかったと思います。被災者は、Ｈが他の人に何か

言っていても自分に言われているように反応していたように思います。」と述

べていることからすると、たとえ請求人が主張するように被災者がＨに対して

恐怖心を抱いていたとしても、被災者は、他の従業員に対するＨの言動あるい

はＨの評判などを見聞きして、恐怖心を抱いていたにすぎないものと推認され

る。 

そうすると、上記（３）③の出来事は、Ｈと被災者の間に客観的に認識できる

ようなトラブルが生じていたものとはいえず、当審査会としても、決定書理由

に説示するとおり、認定基準別表１の「具体的出来事」の「上司とのトラブルが

あった」に該当するとしても、その心理的負荷の総合評価は「弱」にとどまるも

のと判断する。 

（７）上記（３）④について、Ｍは、「Ｉは誰に対しても厳しく、被災者は他の人が

Ｉに怒られている姿を見ているだけでビビっていたようです。」と述べ、請求人
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は、被災者がＩに対し恐怖心を抱いていたと主張している。 

この点、被災者が記入した日時業務報告書には、「Ｉさんに加算についていろ

いろ教えてもらい、大変勉強になりました。帰って復習してみます。」（○年○

月○日）、「午後はＩさんに○○○○のお話をしてもらえたので、自分の弱点や

改善点を改めて知って業務に活かしていきたいです。」（○年○月○日との記載

がみられることから、被災者は日常業務の中でＩから業務上の指導や注意を受

けていたものと推認されるが、Ｍは、「被災者に特に厳しかったかどうかは店舗

が違うためはっきりとは分かりません。」と述べ、Ｊは、自分がＩにひどいこと

を言われたことを申述しているだけであって、Ｉが被災者に対して厳しい言動

をとっていたとの事情は、一件記録によっても確認することができない。 

そうすると、たとえ請求人が主張するように被災者がＩに対して恐怖心を抱

いていたとしても、被災者とＩの間に客観的に認識できるようなトラブルが生

じていたものとはいえず、当審査会としては、上記（３）④の出来事は、認定基

準別表１の「具体的出来事」の「同僚とのトラブルがあった」（平均的な心理的

負荷の強度「Ⅱ」）に該当するとしても、その心理的負荷の総合評価は「弱」に

とどまるものと判断する。 

（８）以上のことから、心理的負荷の総合評価が「中」の出来事が１つと「弱」の出

来事が３つ認められるところであり、長時間労働は認められないことから、当

審査会としては、評価期間における被災者の業務による出来事の心理的負荷の

全体評価は「中」であると判断する。 

   したがって、被災者の本件疾病は業務上の事由によるものと認めることはで

きない。 

   また、一件記録を精査するも、被災者の本件疾病発病後に認定基準別表１の

「特別な出来事」に該当するような業務上の出来事は認められず、被災者の死

亡までに本件疾病が業務上の事由により悪化したとも認めることはできないか

ら、被災者の死亡も業務上の事由によるものと認めることはできない。 

   なお、請求人のその余の主張についても慎重に検討したが、上記判断を左右

するものは見いだせなかった。 

３ 結  論 

以上のとおり、本件各処分は妥当であって、これらを取り消すべき理由はない

から、請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 


